
借 手 貸 手 合 計

標本法人数（社） ６，５００ １５４ ６，６５４
（７，０５９） （７，０５９）

回答法人数（社） ５，１８１ １０４ ５，２８５
（５，７０２） （５，７０２）

回答率（％） ７９．７ ６７．５ ７９．４
（８０．８） （８０．８）

（※１）借手には，借手としてのリース業も含む。
（※２）なお，（ ）書きは金融業、保険業を含む数値である。

「法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計
基準」の適用について）」の結果の概要

「法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計基
準」の適用について）」は，会計基準（リース取引に関する
会計基準）の改正に伴う影響を調査し，法人企業統計を利用
する際の参考とするために，実施したものである。
法人企業統計は，企業会計基準に基づいて処理された法人
企業の財務諸表上の計数を把握する統計である。このため，
会計基準が変更された場合には法人企業統計の調査結果にも
一定の影響が及ぶことになる。

こうした会計基準の変更という「特殊要因」による計数の
変動を把握することは，法人企業統計の調査結果を補足する
上で極めて有用なことである。
本調査では，借手においては，資本金１億円以上で，平成

２０年４－６月期調査～平成２２年４－６月期調査における四半
期別法人企業統計調査において，「リース取引に関する会計
基準の適用により，リースに係る資産を計上した」の設問に
１回でも「はい」と答えた法人，貸手においては，資本金１
億円以上のリース業である法人のうち，平成２０年４－６月
期～平成２２年４－６月期における四半期別法人企業統計調査
において，当期の「流動資産その他」の欄に１回でも金額の
記載があった法人に対して調査を実施したものである。

（参考）回答率（金融業、保険業を除く）
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年期

区分

２００８
（平成２０）
１～３以前 ４～６ ７～９ １０～１２

２００９
（平成２１）
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

２０１０
（平成２２）
１～３ ４～６

全産業 ３２８ ３，４６１ １０１ １５１ ２８６ ６８０ ３１ ４０ ３１ ７２

製造業 １３７ １，５１４ ４２ ５２ １３４ ２２９ ８ ２０ １３ ２２

非製造業 １９１ １，９４７ ５９ ９９ １５２ ４５１ ２３ ２０ １８ ５０

年期

区分

２００８
（平成２０）
１～３以前 ４～６ ７～９ １０～１２

２００９
（平成２１）
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

２０１０
（平成２２）
１～３ ４～６

リース業 ４ ７６ ０ ６ ０ １６ １ １ ０ ０

年期

区分

２００８
（平成２０）
１～３以前 ４～６ ７～９ １０～１２

２００９
（平成２１）
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

２０１０
（平成２２）
１～３ ４～６

全 産 業
（金融業、
保険業を
含む）

３４１ ３，８５７ １２１ １５７ ２９３ ７４８ ３２ ４２ ３２ ７９

金融業、
保険業 １３ ３９６ ２０ ６ ７ ６８ １ ２ １ ７

表１ 「リース取引に関する会計基準」（平成１９年３月３０日改正 企業会計基準委員会）を四半期別財務諸表に最初に適用した
時期

（金融業、保険業を除く）
⑴借手 （単位：社）

（注１）上記計数は集計値であり，母集団推計は行っていない。
（注２）借手としてのリース業も含む。
（注３）改正後（新）「リース取引に関する会計基準」の四半期決算への適用に先立ち，年度決算について平成１９年４月１日以後開始する事業年度から

適用が開始されている。このため，四半期別法人企業統計調査の記入にあたり，平成２０年１－３月期以前の計数に既に改正後（新）「リース取引
に関する会計基準」の適用を行ったとする法人がみられた。

⑵貸手 （単位：社）

（注１）上記計数は集計値であり，母集団推計は行っていない。
（注２）改正後（新）「リース取引に関する会計基準」の四半期決算への適用に先立ち，年度決算について平成１９年４月１日以後開始する事業年度から

適用が開始されている。このため，四半期別法人企業統計調査の記入にあたり，平成２０年１－３月期以前の計数に既に改正後（新）「リース取引
に関する会計基準」の適用を行ったとする法人がみられた。

（参考）「リース取引に関する会計基準」（平成１９年３月３０日改正 企業会計基準委員会）を四半期別財務諸表に最初に適用し
た時期

（金融業、保険業を含む）
○借手 （単位：社）

（注１）上記計数は集計値であり，母集団推計は行っていない。
（注２）改正後（新）「リース取引に関する会計基準」の四半期決算への適用に先立ち，年度決算について平成１９年４月１日以後開始する事業年度から

適用が開始されている。このため，四半期別法人企業統計調査の記入にあたり，平成２０年１－３月期以前の計数に既に改正後（新）「リース取引
に関する会計基準」の適用を行ったとする法人がみられた。
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年期

区分

２００８
（平成２０）
４～６ ７～９ １０～１２

２００９
（平成２１）
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

２０１０
（平成２２）
１～３ ４～６

全産業 ２，０９５ ２，３０８ ２，５３６ ４，１４７ ２，８８２ ２，８８６ ２，９６７ ３，３９９ ２，３０６

うち
資本金10億円以上 １，３６９ １，２９１ １，５４８ ２，８６０ ２，０１４ １，８５２ １，８２６ ２，２５５ １，５５０

うち
資本金１億円～１０億
円

７２６ １，０１７ ９８７ １，２８８ ８６８ １，０３４ １，１４１ １，１４５ ７５６

製造業 ８８７ ６９８ ７３９ １，３７１ ８７９ １，１３３ ８０４ １，１３８ ６７０

うち
資本金10億円以上 ７５２ ４８４ ５８７ １，１４６ ６６３ ８１１ ５６６ ８００ ５００

うち
資本金１億円～１０億
円

１３４ ２１４ １５１ ２２５ ２１６ ３２２ ２３８ ３３８ １７０

非製造業 １，２０８ １，６０９ １，７９７ ２，７７６ ２，００３ １，７５３ ２，１６３ ２，２６２ １，６３６

うち
資本金10億円以上 ６１７ ８０６ ９６１ １，７１４ １，３５２ １，０４１ １，２６０ １，４５５ １，０４９

うち
資本金１億円～１０億
円

５９１ ８０３ ８３６ １，０６２ ６５２ ７１２ ９０３ ８０７ ５８６

表２ リース新規契約額のうち固定資産計上額
（金融業、保険業を除く）

○借手 （単位：億円）

（注１）借手としてのリース業も含む。
（注２）計数の算出方法：法人企業統計調査附帯調査において，設備投資におけるリース資産の割合を調査し，その割合を設備投資額（本体調査結果）

に乗じることで推計した。
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年期

区分

２００８
（平成２０）
４～６ ７～９ １０～１２

２００９
（平成２１）
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

２０１０
（平成２２）
１～３ ４～６

全産業（金融業、保
険業を含む） ２，１８４ ２，５８８ ２，７１０ ４，５２５ ３，０５４ ３，０７５ ３，１５８ ３，６５２ ２，５０４

うち
資本金10億円以上 １，４５６ １，５５９ １，７１８ ３，２１５ ２，１７６ ２，０３０ ２，０１１ ２，４９７ １，７４３

うち
資本金１億円～１０億
円

７２８ １，０２９ ９９２ １，３１０ ８７８ １，０４５ １，１４７ １，１５５ ７６１

金融業、保険業 ８９ ２８０ １７４ ３７８ １７１ １９０ １９１ ２５３ １９８

うち
資本金10億円以上 ８６ ２６８ １７０ ３５５ １６１ １７８ １８５ ２４３ １９３

うち
資本金１億円～１０億
円

２ １２ ５ ２３ １０ １２ ６ １０ ４

年期

区分

２００８
（平成２０）
４～６ ７～９ １０～１２

２００９
（平成２１）
１～３ ４～６ ７～９ １０～１２

２０１０
（平成２２）
１～３ ４～６

リース業 １１，６３８ １２，６２３ ９，８５１ １１，３５３ １３，０４４ １２，９９２ １３，０３２ １３，１８１ １２，９４１

うち
資本金10億円以上 １０，８７８ １１，０５１ ８，７７２ １０，１６４ ８，４２６ ８，４８６ ８，３０７ ８，６７７ ７，８１８

うち
資本金１億円～１０億
円

７６０ １，５７３ １，０７８ １，１８８ ４，６１８ ４，５０６ ４，７２５ ４，５０３ ５，１２３

（参考）リース新規契約額のうち固定資産計上額
（金融業、保険業を含む）

○借手 （単位：億円）

（注）計数の算出方法：法人企業統計調査附帯調査において，設備投資におけるリース資産の割合を調査し，その割合を設備投資額（本体調査結果）に
乗じることで推計した。

表３ リース新規契約額のうち流動資産その他計上額
○貸手 （単位：億円）

（注）計数の算出方法：法人企業統計調査附帯調査において，流動資産その他におけるリース投資資産の割合を調査し，その割合を流動資産その他（本
体調査結果）に乗じることで推計した。
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２００８（平成２０）４～６ ２００８（平成２０）７～９
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

業種 （A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
全産業 ８１，０７３ ２，０９５ １１，６３８ ９０，６１６ ９０，５８５ ２，３０８ １２，６２３ １００，９００
うち資本金１０億円以上 ６６，５０８ １，３６９ １０，８７８ ７６，０１６ ７３，２２１ １，２９１ １１，０５１ ８２，９８１
うち資本金１億円～１０億円 １４，５６５ ７２６ ７６０ １４，６００ １７，３６３ １，０１７ １，５７３ １７，９１９

製造業 ３７，３７０ ８８７ ３６，４８３ ４２，４５２ ６９８ ４１，７５３
うち資本金１０億円以上 ３１，９１３ ７５２ ３１，１６１ ３５，９８３ ４８４ ３５，４９９
うち資本金１億円～１０億円 ５，４５７ １３４ ５，３２２ ６，４６９ ２１４ ６，２５５

非製造業 ４３，７０３ １，２０８ １１，６３８ ５４，１３３ ４８，１３３ １，６０９ １２，６２３ ５９，１４７
うち資本金１０億円以上 ３４，５９５ ６１７ １０，８７８ ４４，８５６ ３７，２３９ ８０６ １１，０５１ ４７，４８３
うち資本金１億円～１０億円 ９，１０８ ５９１ ７６０ ９，２７７ １０，８９５ ８０３ １，５７３ １１，６６５

２００９（平成２１）４～６ ２００９（平成２１）７～９
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

業種 （A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
全産業 ６６，７６６ ２，８８２ １３，０４４ ７６，９２８ ７０，２２４ ２，８８６ １２，９９２ ８０，３３１
うち資本金１０億円以上 ５４，９９９ ２，０１４ ８，４２６ ６１，４１０ ５６，０５５ １，８５２ ８，４８６ ６２，６８９
うち資本金１億円～１０億円 １１，７６７ ８６８ ４，６１８ １５，５１８ １４，１６９ １，０３４ ４，５０６ １７，６４１

製造業 ２７，２０２ ８７９ ２６，３２３ ２６，７７４ １，１３３ ２５，６４１
うち資本金１０億円以上 ２３，４３３ ６６３ ２２，７７１ ２２，０３０ ８１１ ２１，２１９
うち資本金１億円～１０億円 ３，７６９ ２１６ ３，５５３ ４，７４３ ３２２ ４，４２１

非製造業 ３９，５６４ ２，００３ １３，０４４ ５０，６０５ ４３，４５１ １，７５３ １２，９９２ ５４，６９０
うち資本金１０億円以上 ３１，５６５ １，３５２ ８，４２６ ３８，６４０ ３４，０２５ １，０４１ ８，４８６ ４１，４７０
うち資本金１億円～１０億円 ７，９９９ ６５２ ４，６１８ １１，９６５ ９，４２６ ７１２ ４，５０６ １３，２２０

２０１０（平成２２）４～６
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

業種 （A） （B） （C） （A－B＋C）
全産業 ５８，８８８ ２，３０６ １２，９４１ ６９，５２３
うち資本金１０億円以上 ４８，０５２ １，５５０ ７，８１８ ５４，３２１
うち資本金１億円～１０億円 １０，８３６ ７５６ ５，１２３ １５，２０２

製造業 ２２，４５６ ６７０ ２１，７８６
うち資本金１０億円以上 １９，００７ ５００ １８，５０７
うち資本金１億円～１０億円 ３，４４９ １７０ ３，２７９

非製造業 ３６，４３２ １，６３６ １２，９４１ ４７，７３７
うち資本金１０億円以上 ２９，０４５ １，０４９ ７，８１８ ３５，８１４
うち資本金１億円～１０億円 ７，３８７ ５８６ ５，１２３ １１，９２３

（参考）「リース取引に関する会計基準」の改正がなかった場合の設備投資額（旧基準ベース）（資本金１億円以上）
（金融業、保険業を除く）

２０



２００８（平成２０）１０～１２ ２００９（平成２１）１～３
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

（A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
８３，２７９ ２，５３６ ９，８５１ ９０，５９４ １０１，３７７ ４，１４７ １１，３５３ １０８，５８２
６６，７５５ １，５４８ ８，７７２ ７３，９７９ ８３，９４４ ２，８６０ １０，１６４ ９１，２４９
１６，５２４ ９８７ １，０７８ １６，６１５ １７，４３３ １，２８８ １，１８８ １７，３３３
３６，６３１ ７３９ ３５，８９２ ４０，３９８ １，３７１ ３９，０２７
３０，７４７ ５８７ ３０，１６０ ３４，２３６ １，１４６ ３３，０９０
５，８８４ １５１ ５，７３２ ６，１６２ ２２５ ５，９３７
４６，６４９ １，７９７ ９，８５１ ５４，７０２ ６０，９７９ ２，７７６ １１，３５３ ６９，５５６
３６，００９ ９６１ ８，７７２ ４３，８２０ ４９，７０９ １，７１４ １０，１６４ ５８，１５９
１０，６４０ ８３６ １，０７８ １０，８８３ １１，２７１ １，０６２ １，１８８ １１，３９７

２００９（平成２１）１０～１２ ２０１０（平成２２）１～３
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

（A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
６５，５５５ ２，９６７ １３，０３２ ７５，６２０ ８２，６６７ ３，３９９ １３，１８１ ９２，４４８
５３，１３９ １，８２６ ８，３０７ ５９，６２０ ６７，９９２ ２，２５５ ８，６７７ ７４，４１４
１２，４１６ １，１４１ ４，７２５ １６，０００ １４，６７５ １，１４５ ４，５０３ １８，０３４
２３，９５３ ８０４ ２３，１４９ ２７，６２０ １，１３８ ２６，４８２
１９，９０３ ５６６ １９，３３８ ２２，８７８ ８００ ２２，０７８
４，０４９ ２３８ ３，８１２ ４，７４２ ３３８ ４，４０４
４１，６０２ ２，１６３ １３，０３２ ５２，４７１ ５５，０４７ ２，２６２ １３，１８１ ６５，９６６
３３，２３６ １，２６０ ８，３０７ ４０，２８２ ４５，１１４ １，４５５ ８，６７７ ５２，３３６
８，３６７ ９０３ ４，７２５ １２，１８８ ９，９３３ ８０７ ４，５０３ １３，６３０

（単位：億円）

※１旧基準ベースの算出方法
①平成２０年４－６月期以降の公表済設備投資額には，「リース取引に関する会計基準」の改正により，借手側で固定資産に計上した「リース新規契約
額」が含まれている。「リース取引に関する会計基準」の改正がなかった場合の設備投資額を試算するためには，これを除く必要がある。
②一方，平成２０年４－６月期以降，貸手側において改正後「リース会計取引に関する会計基準」を適用した場合，改正前は固定資産に計上されていた
「リース新規契約額」が流動資産に計上される。「リース取引に関する会計基準」の改正がなかった場合の設備投資額を試算するためには，流動資
産に計上されている「リース新規契約額」を公表済設備投資額に加える必要がある。
③そのため，公表済みの設備投資額から①を減じ，②を加えたものを旧基準ベースの計数として試算した。
※２設備投資額はソフトウェアを含む。

２１



２００８（平成２０）４～６ ２００８（平成２０）７～９
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

業種 （A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
全産業（金融業、保険業を含む） ８６，６９３ ２，１８４ １１，６３８ ９６，１４７ ９６，６６８ ２，５８８ １２，６２３ １０６，７０３
うち資本金１０億円以上 ７１，９９８ １，４５６ １０，８７８ ８１，４２０ ７９，１６１ １，５５９ １１，０５１ ８８，６５３
うち資本金１億円～１０億円 １４，６９５ ７２８ ７６０ １４，７２７ １７，５０７ １，０２９ １，５７３ １８，０５０

金融業、保険業 ５，６２０ ８９ ５，５３２ ６，０８３ ２８０ ５，８０３
うち資本金１０億円以上 ５，４９１ ８６ ５，４０４ ５，９４０ ２６８ ５，６７２
うち資本金１億円～１０億円 １３０ ２ １２７ １４３ １２ １３１

２００９（平成２１）４～６ ２００９（平成２１）７～９
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

業種 （A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
全産業（金融業、保険業を含む） ７０，６１５ ３，０５４ １３，０４４ ８０，６０６ ７４，９６１ ３，０７５ １２，９９２ ８４，８７８
うち資本金１０億円以上 ５８，６９４ ２，１７６ ８，４２６ ６４，９４４ ６０，６４３ ２，０３０ ８，４８６ ６７，０９９
うち資本金１億円～１０億円 １１，９２２ ８７８ ４，６１８ １５，６６２ １４，３１９ １，０４５ ４，５０６ １７，７７９

金融業、保険業 ３，８４９ １７１ ３，６７８ ４，７３７ １９０ ４，５４７
うち資本金１０億円以上 ３，６９５ １６１ ３，５３３ ４，５８８ １７８ ４，４０９
うち資本金１億円～１０億円 １５４ １０ １４５ １４９ １２ １３８

２０１０（平成２２）４～６
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

業種 （A） （B） （C） （A－B＋C）
全産業（金融業、保険業を含む） ６２，８２３ ２，５０４ １２，９４１ ７３，２６０
うち資本金１０億円以上 ５１，８３１ １，７４３ ７，８１８ ５７，９０６
うち資本金１億円～１０億円 １０，９９２ ７６１ ５，１２３ １５，３５４

金融業、保険業 ３，９３５ １９８ ３，７３８
うち資本金１０億円以上 ３，７７９ １９３ ３，５８６
うち資本金１億円～１０億円 １５６ ４ １５２

（参考）「リース取引に関する会計基準」の改正がなかった場合の設備投資額（旧基準ベース）（資本金１億円以上）
（金融業、保険業を含む）

２２



２００８（平成２０）１０～１２ ２００９（平成２１）１～３
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

（A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
８８，１２１ ２，７１０ ９，８５１ ９５，２６２ １０８，５０９ ４，５２５ １１，３５３ １１５，３３７
７１，４２１ １，７１８ ８，７７２ ７８，４７５ ９０，８８９ ３，２１５ １０，１６４ ９７，８３９
１６，７０１ ９９２ １，０７８ １６，７８７ １７，６２０ １，３１０ １，１８８ １７，４９８
４，８４２ １７４ ４，６６８ ７，１３２ ３７８ ６，７５４
４，６６５ １７０ ４，４９６ ６，９４５ ３５５ ６，５９０
１７７ ５ １７２ １８７ ２３ １６５

２００９（平成２１）１０～１２ ２０１０（平成２２）１～３
公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

公表済みの
設備投資額

リース新規
契約額のう
ち固定資産
計上額

流動資産
新規計上額

「リース取
引に関する
会計基準」
の改正がな
かった場合
の設備投資
額※

（A） （B） （C） （A－B＋C） （A） （B） （C） （A－B＋C）
６９，５７１ ３，１５８ １３，０３２ ７９，４４５ ８９，７７２ ３，６５２ １３，１８１ ９９，３００
５６，９４０ ２，０１１ ８，３０７ ６３，２３６ ７４，９６３ ２，４９７ ８，６７７ ８１，１４３
１２，６３１ １，１４７ ４，７２５ １６，２０９ １４，８０９ １，１５５ ４，５０３ １８，１５７
４，０１６ １９１ ３，８２５ ７，１０５ ２５３ ６，８５２
３，８０１ １８５ ３，６１６ ６，９７１ ２４３ ６，７２８
２１５ ６ ２０９ １３４ １０ １２４

（単位：億円）

※１旧基準ベースの算出方法
①平成２０年４－６月期以降の公表済設備投資額には，「リース取引に関する会計基準」の改正により，借手側で固定資産に計上した「リース新規契約
額」が含まれている。「リース取引に関する会計基準」の改正がなかった場合の設備投資額を試算するためには，これを除く必要がある。
②一方，平成２０年４－６月期以降，貸手側において改正後「リース会計取引に関する会計基準」を適用した場合，改正前は固定資産に計上されていた
「リース新規契約額」が流動資産に計上される。「リース取引に関する会計基準」の改正がなかった場合の設備投資額を試算するためには，流動資
産に計上されている「リース新規契約額」を公表済設備投資額に加える必要がある。
③そのため，公表済みの設備投資額から①を減じ，②を加えたものを旧基準ベースの計数として試算した。
※２設備投資額はソフトウェアを含む。

２３



全産業
製造業 非製造業

現行系列 今回調査 現行系列 今回調査 現行系列 今回調査

２０．４－６ －７．７ ３．１ ４．７ ２．２ －１６．２ ３．８

２０．７－９ －１５．０ －５．３ １．７ ０．０ －２５．７ －８．７

２０．１０－１２ －１１．０ －３．１ －０．７ －２．７ －１７．７ －３．４

２１．１－３ －２０．７ －１５．１ －１５．２ －１８．１ －２４．０ －１３．３

２１．４－６ －１７．６ －１５．１ －２７．２ －２７．８ －９．５ －６．５

２１．７－９ －２２．５ －２０．４ －３６．９ －３８．６ －９．７ －７．５

２１．１０－１２ －２１．３ －１６．５ －３４．６ －３５．５ －１０．８ －４．１

２２．１－３ －１８．５ －１４．９ －３１．６ －３２．１ －９．７ －５．２

２２．４－６ －１１．８ －９．６ －１７．４ －１７．２ －７．９ －５．７

全産業（金融業、保険業を含む）
金融業、保険業

現行系列 今回調査 現行系列 今回調査

２１．４－６ －１８．５ －１６．２ －３１．５ －３３．５

２１．７－９ －２２．５ －２０．５ －２２．１ －２１．６

２１．１０－１２ －２１．１ －１６．６ －１７．１ －１８．０

２２．１－３ －１７．３ －１３．９ －０．４ １．４

２２．４－６ －１１．０ －９．１ ２．２ １．６

（参考）設備投資伸び率比較：現行系列（新基準）及び今回調査（旧基準）（金融業、保険業を除く・金融業、保険業を含む）

資本金１億円以上（全産業：金融業、保険業を除く）
（単位：％）

資本金１億円以上（全産業：金融業、保険業を含む）
（単位：％）

２４



資本金１億円以上（全産業：金融業、保険業を除く）

資本金１億円以上（全産業：金融業、保険業を含む）

２５


	「法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計基準」の適用について）」の結果の概要

